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研究成果の概要（和文）：保護者ニーズを踏まえた「発達・知能検査結果の伝え方」ガイドラインの作成を目的
として、療育機関を利用している子どもの保護者23名に対して再度の予備調査を行い、その後95名に対して本調
査を実施した。また並行して、報告者である専門家11名に面接調査を行った。その結果、①日常用語と専門用語
を並記して伝えていく②数値についても、十分な説明とともに伝えていく③具体的な支援方法を伝えていく等が
確認された。現在も調査は継続しており、今後、両調査の結果を踏まえて、最終的にガイドラインを作成する予
定である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to create guidelines for reporting 
developmental and intelligence test results based on guardians' needs. At first, we performed 
another intial survey for 23 guardians, who have children going to developmental support centers. 
After that, we carried out the main survey for 95 guardians and also held inteviews by 11 experts to
 report these test results. The results showed that a combination of both techinical terms and 
everyday expressions be used to communicate the findings with thorough explanations about scores and
 concrete methods of support. Now we also are continuing these surveys. Finally we are going to 
create guidlines based on these results. 

研究分野：臨床心理学

キーワード： 心理アセスメント　発達障がい

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、発達障がい児に対して、その心理学
的特性を明らかにして有効な支援方法を構
築する目的から、発達・知能検査を実施する
機会が増えた。しかし、検査結果の報告に関
する予備調査を発達障がい児の保護者を対
象に我々が行なったところ、①結果報告に対
する保護者の満足度が高くないこと、②報告
内容に関して、保護者と報告者側の間には重
要視する点に差異が認められることを見出
した(上岡ら,2008；上岡ら,2011)。 
このように、検査実施の機会は増えたにも
かかわらず、検査結果の「伝え方」に関する
研究は非常に少なく、大規模かつ系統的な研
究は現在まで認められていない。そのため心
理臨床の現場においては、検査の倫理規定を
踏まえた上で、各報告者の創意工夫のもとに
結果報告がなされており、当時者である保護
者のニーズが十分に反映されていない実情
がある。そこで、結果報告における保護者ニ
ーズを把握するとともに、報告者である専門
家への調査を通して、発達・知能検査結果の
伝え方に関して検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
近年、発達障がい児に対して、発達・知能
検査を実施する機会が増えたものの、検査結
果の「伝え方」に関する研究は非常に少ない。
そのため心理臨床の現場においては、検査の
倫理規定を踏まえた上で、各報告者の創意工
夫のもとに結果報告がなされており、当時者
である保護者のニーズが十分に反映されて
いない実情がある。本研究では、これまでに
我々が行なってきた結果報告における保護
者ニーズ把握の予備調査結果をベースに、発
達障がい児等の保護者 500 名を対象として、
質問紙調査や面接調査予備調査を実施し、結
果報告における当事者ニーズを明らかにす
る 
また並行して、報告者である専門家 50 名
に対して、結果報告の在り方に関する調査を
行なう。以上の結果を統合し、保護者への実
践を経て、「発達障がい児の保護者ニーズを
踏まえた結果の伝え方」に関するガイドライ
ンを作成する。 
 
３．研究の方法 
（１）保護者への再予備調査、保護者用調査
票の作成 
予備調査(上岡ら, 2008)の結果および心理
臨床実践から得られた結果報告に関する知
見を改めて質的分析し、結果報告において保
護者が重要と考えている共通事項を抽出し
た。抽出した重要事項に基づいて予備調査票
を作成し、2017年3月に再実施した。対象は、
児童デイサービスあるいは放課後児童デイ
サービスを利用している発達障がい児等の
子どもをもつ保護者で、過去に子どもが発
達・知能検査を受検した経験があり、書面に
より同意が得られた 23 名であった。 

調査内容は、①受検の有無②受験した心理
検査名③結果説明の有無④結果報告に希望
する内容⑤希望する報告の形態について尋
ねた。なお上岡ら(2008，2011)より、保護者
は受検査名を覚えていないことが少なくな
いため、検査内容などについて尋ねる自由記
述欄を設けた。 
再予備調査の結果を踏まえ、本調査のため
の質問内容および質問項目を検討・決定し、
本調査用の質問票を作成した。 
本研究は、徳島大学大学院総合科学研究部
社会総合科学部門研究倫理審査委員会の承
認を得て実施した。 
 
（２）専門家への調査 
筆者らの実践を報告した学会発表(上岡ら, 
2007)内容を再分析するとともに、関連文献
を参考にして、発達障がい児等の保護者に、
発達・知能検査の結果報告を行っている専門
家に対する調査内容を決定した。決定した調
査内容に基づき、2018 年 2 月までに、11 名
の専門家に面接調査を実施した。調査内容は、
①実施している発達・知能検査②結果説明の
方法と内容③結果説明において重要視して
いる点、について面接による調査を実施した。 
本研究は、徳島大学大学院社会産業理工学
研究部社会総合科学域研究倫理委員会の承
認を得て実施した。 
 
（３）結果報告における「発達障がい児の保
護者ニーズ」の把握 
児童デイサービスあるいは放課後児童デ
イサービスを利用している発達障害がい児
等の子どもをもつ保護者で、過去に子どもが
発達・知能検査を受検した経験があり、書面
により同意が得られた 95 名を対象として、
2017 年 12 月～2018 年 2月の間に、本調査を
実施した。 
再予備調査の結果を検討した結果、特に修
正を必要としなかったため、調査内容として
は、再予備調査同様、①受検の有無②受験し
た心理検査名③結果説明の有無④結果報告
に希望する内容⑤希望する報告の形態につ
いて尋ねるとともに、検査内容などについて
尋ねる自由記述欄を設けた。 
本研究は、徳島大学大学院社会産業理工学
研究部社会総合科学域研究倫理委員会の承
認を得て実施した。 
 
（４）その他 
「専門家への調査」および「発達障がい児
の保護者ニーズ調査」については、「４.研
究成果」に記す理由により遅延したため、現
在もデータ収集を継続して行っている。その
ため、当初の目標数くらいに達した時点で、
これら結果の分析および報告を行い、「発達
障がい児の保護者ニーズを踏まえた結果の
伝え方」に関するガイドラインを作成する予
定である。 
 



４．研究成果 
 近年の「発達障がい」への関心の高まりか
ら、従来の臨床心理学の分野に留まらず、医
療・教育・福祉・保健・司法・労働など、様々
な関連分野で発達検査・知能検査が活用され
ている現状が最近はある。そして、これら関
連領域においては、発達･知能検査などの「心
理検査結果」の報告に関する工夫が報告者レ
ベルで行われおり、論文や書物としての報告
は極めて少ないものの、学会・研究会での発
表や報告は散見される。この状況を踏まえ、
「保護者への再予備調査」「保護者用調査票
の作成」および「専門家への調査項目の作成」
にあたっては、関連領域における情報収集が
不可欠であろうとの結論に研究代表者・研究
分担者（以下、研究者ら）間で合意に至った。
そのため、これら関連情報の収集に先ずは取
り組むことを加え、関連学会や専門家への直
接的な聞き取りなどを研究者らで協力して
行い、上述の「再予備調査」「予備調査」「調
査票」における質問項目や質問内容について、
改めて検討を行った。その結果、研究の進捗
としては遅れを生じた。 
 
保護者に対する発達・知能検査結果のフィー
ドバックについての検討～児童デイサービ
ス・放課後児童デイサービス利用保護者への
予備調査から～ 
 
(1)方法 
①調査対象者 
児童デイサービスまたは放課後児童デイ
サービスを利用している子どもの保護者で、
調査の説明を行い、書面による同意が得られ
た 23 名を対象とした。 
②調査時期 
2017（平成 29）年 3月に実施した。 
③調査方法 
療育指導開始時に調査の説明を行い、質問
紙を配布した。同上終了時に回収した。 
④調査内容 
「受検（発達検査、知能検査等）の有無」
「結果説明の有無」「結果報告に希望する内
容」「希望する報告の仕方」「希望する報告の
形態」について、受検機関を問わず、選択式
による回答を求めた。また発達検査・知能検
査の実施や報告に関する希望について、自由
記述による意見を求めた。なお「受検の有無」
「結果説明の有無」を除いて、複数回答可と
した。 
(2)結果 
23 名全員から回答を得た（回収率 100%）。
このうち「最近に受検したため、まだ結果の
報告を受けていない」との回答であった者や
無回答の項目があったデータを除いたので、
有効回答数は 14 部（有効データ率 60.9%）で
あった。 
対象となったのは、4歳 2ヶ月～14 歳 4ヶ
月の子ども（男子 11 名，女子 3 名）の保護
者であった。検査結果の説明は全員が受けて

いたが、そのうち 3名は「書面による報告書
は貰っていない」との回答であった。 
①結果報告に希望する内容 
(a)保護者が提供元である情報報告を希望す
ると回答した人は、それぞれ「主訴」13 名、
「生育歴」3名、「家族構成」1名、「その他」
2名であった。 
(b)結果および実施に関する情報報告を希望
するとの回答が多かったのは、「検査名」12
名，「検査の特徴」11 名、「検査実施の目的」
11 名であった。 
(c)結果に関する情報報告を希望するとの回
答が多かったのは、「発達や知能の水準（レ
ベル）に関する説明」13 名、「子どもの得意
な部分」12 名、「子どもの苦手な部分」12 名、
「発達指数（DQ）や知能指数（IQ）の数値」
11 名、「各領域の水準（レベル）に関する説
明」10 名であった(図 1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 結果報告に希望する内容(結果) 

 
(d)結果に基づくアドバイスに関する情報報
告を希望すると回答とした人は、それぞれ
「主訴に対するアドバイス」14 名、「日常生
活全般に対するアドバイス」10 名、「学習に
対するアドバイス」10 名、「友人関係に対す
るアドバイス」9名、「生活習慣に対するアド
バイス」8名、「その他」0名であった(図 2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 結果報告に希望する内容(アドバイス) 
 
(e)アドバイスの内容に関する情報報告を希
望すると回答した人は、それぞれ「具体的な
方法」11 名、「実行できそうな方法」8名、「全
体的な方向性」7名、「その他」0名であった
(図 3)。 
 
②希望する報告の仕方 
報告を希望するとの回答が多かったのは，
「専門用語と日常用語の両方を使用した報
告」10 名、「日常用語を使用した報告」9名、
続いて「専門用語に関する説明」3 名であっ



た(図 4)。 
 
③希望する報告の形態 
報告を希望するとの回答が多かったのは、
「結果を示しながら、口頭による報告」9名、
「書面を示しながら、口頭による報告」6名、
続いて「結果を示しながら口頭による報告の
後、後日、書面で報告」3名であった(図 5)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3 結果報告に希望する内容(アドバイス内容) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 希望する報告の仕方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 希望する報告の形態 
④その他 
発達検査・知能検査の実施や報告に関する
希望（自由記述）においては、「保護者とし
て、どのようなサポートができるのか教えて
欲しい」「専門用語などを使って、正確に伝
えて欲しい」「保護者への精神面でのフォロ
ーも必要だと考える」等の声があった。 
 
(3)考察 
保護者に対する結果のフィードバックに
おいては「主訴」を一つの柱とし，日常での
場面を取り上げて，保護者の立場を踏まえた
具体的なアプローチを伝えていくことが必
要であると考えられた。この背景には，主訴
に関連して様々な悩みを有している状況が
存在するためではないだろうか。加えて，個
人間差や個人内差と密接に関係してくる数

値についても十分な説明とともに伝えてい
くことや日常用語と専門用語を併記してい
くことの必要性について再確認した。また，
保護者が提供元である情報の回答において，
「結果に基づくアドバイス」を求める記述等
が認められた。そのため本調査に向けては，
一部，設問の在り方を検討する必要があると
考えられた。 
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現在もデータ収集を継続して行っており、
今後、保護者への本調査結果を十分に分析し、
専門家への調査結果と統合した上で臨床実
践し、「発達障がい児の保護者ニーズを踏ま
えた結果の伝え方」に関するガイドラインの
最終版を作成する予定である。ガイドライン
は学会等で発表するとともに、書籍として出
版したいと考えている。 
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